
●iDeCo加入時、および加入以降、受給が終了するまで所定の手数料が必要です。
●障害・死亡等の事由に該当した場合を除き、原則としてiDeCoに積み立てた資産を60歳まで
引き出し（中途解約）することはできません。（通算加入者等期間が10年に満たない場合、給付
を請求できる年齢は通算加入者等期間に応じて繰り下がります。また、75歳到達により、それ
まで給付の請求がない場合は一時金として支払われます。）
●投資信託等のリスク性商品で運用を行う場合、運用結果により受取金額は掛金元本の累計を
下回る場合があります。

留意事項

2022.5

税制優遇を活用してセカンドライフの生活資金を準備できる。

iDeCo（イデコ）でセカンドライフの安心を

自分で育てる年金！
iDeCoをはじめよう
iDeCo（イデコ）とは、個人型確定拠出年金の英語表記である
individual-type Defined Contribution pension planから
付けた愛称です。

イデコ

イデコちゃん

iDeCoご案内サイトで
は、動画によるiDeCo
のわかりやすい制度
説明や、「節税シミュ
レーター」にて税制メ
リットの試算をご確認
いただけます。

※二次元コードの読取りは、端末機種、印刷状態、読取環境によってご利用いただけない場合がございます。

（二次元コード）

中央ろうきん

https://chuo.rokin.com

〈中央ろうきん〉ホームページの
トップ画面から

ここをクリック！
iDeCoご案内サイト内の「iDeCoWeb申込み」
ページで必要書類や注意事項等をご確認のうえ、
お申込みください。
※一部Webでのお申込みにつきまして対象外となる
場合がございます。詳しくは「iDeCoWeb申込み」
ページの注意事項をご確認ください。

〈中央ろうきん〉 iDeCo Web申込み

Webでお申込み手続きが完結！POINT1

POINT3

POINT2
印鑑レス＆ペーパーレスでお手続き！
（会社員・公務員等の方は事業主証明書の
 撮影・アップロードが必要です）

マイページからいつでも
お申込み状況を確認できる！

※本リーフレットは作成時点における税制・関係法令等に基づき作成しております。
※今後、法改正・取扱変更等の可能性がありますので、記載の内容・数値等は将来にわたって保証されるも
のではありません。
※個別の税務取扱等につきましては、税務署・税理士等にご確認ください。

≪ｉＤｅＣｏ≫のご加入に関するお問い合わせは・・・

〈中央ろうきん〉 iDeCoご案内サイト

受付時間／平日 9：00～19：00、土日 10：00～17：00
※祝日は休業となりますが、祝日が土・日曜日の場合は営業いたします。
※12月31日～1月3日は休業となります。

中央ろうきんコンタクトセンター／ 0120-383-837
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「自分で育てる年金！ｉＤｅＣｏをはじめよう」の一部内容変更について 

 

平素より、〈中央ろうきん〉をご利用いただきありがとうございます。 

「中央ろうきんｉＤｅＣｏ（個人型年金プラン）」における一部運用商品の信託報酬引き下

げ、および〈中央ろうきん〉ｉＤｅＣｏ特割キャンペーンの期間延長（2024 年 3 月末まで）に

伴い、リーフレット「自分で育てる年金！ｉＤｅＣｏをはじめよう」の一部内容を下記のとおり

変更させていただきます。 

今後とも〈中央ろうきん〉をご愛顧賜りますようよろしくお願いいたします。 

 

記 

 

１．一部運用商品の信託報酬引き下げ（6ページ） 

（１）商品名 

    野村ＤＣ外国株式インデックスファンド・ＭＳＣＩ－ＫＯＫＵＳＡＩ 

（運用会社：野村アセットマネジメント株式会社） 

（２）改定内容    

 2022年12月27日まで 2022年12月28日以降 

信託報酬率 年0.154％（税込） 年0.1023％（税込） 

 

２．〈中央ろうきん〉ｉＤｅＣｏ特割キャンペーンの延長（9ページ） 

（旧） 

 

 

 

 

 

 

 

（新） 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 
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少子高齢化が進む中、公的年金だけでは退職後の生活費を補うことができないなど、高齢
者にとって厳しい環境になることが予想されます。「老後の生活」はまだ先のことと実感が
わかないかもしれませんが、早いうちからの備えがとても重要になってきます。

セカンドライフの期間を25年とすると、公的年金以外に約1,500万円（ゆとりある生活で約4,200万円）を
準備する必要があります。

※出典/総務省統計局「令和元年家計調査報告（家計収支編）」、厚生労働省「令和3年度の年金額改定のお知らせプレスリリース」､
（公財）生命保険文化センター「令和元年度生活保障に関する調査速報版」

セカンドライフの主な資金 平均的な生活の場合（夫婦2人分） ゆとりある生活の場合（夫婦2人分）

ご自身で蓄えた金融資産（iDeCo、財形年金等）

退職一時金や企業年金

公的年金

このまま少子高齢化が進むと
2015年

高
齢
者

2.3人

2065年

1.3人2.0人

2023年

65歳以上の高齢者1人に対して15歳以上６５歳未満の人数
※出典/国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」

●高齢夫婦無職世帯の家計収支

収入（月額）

支出（月額）

支出（月額）

公的年金（モデル世帯）２2.0万円
（夫婦の基礎年金＋夫の厚生年金）

ゆとりある生活費36.1万円

収支ギャップ約14万円

長寿国日本！
100歳以上の方の数は
80,000人以上
100歳以上の高齢者の
数は、昭和38年には全
国で153人でしたが､平
成24年に5万人を超え､
令和3年は86,510人と
なりました。
※出典/報道発表「令和
3年9月14日付プレスリ
リース」 （厚生労働省）

平均的な生活費27.1万円

収支ギャップ約5万円

公的年金

（22.0万円×12ケ月）×２５年間

（約14万円×12ケ月）×２５年間

約6,600万円
公的年金

（22.0万円×12ケ月）×２５年間

【合計約10,800万円】

1,500万円
（約5万円×12ケ月）×２５年間
約 が必要
【合計約8,100万円】

約6,600万円

4,200万円約 が必要

セカンドライフに必要な生活費

公的年金だけでは不十分？

【各機関の役割】
◆国民年金基金連合会
（iDeCoの実施主体）
規約作成、加入資格審査、掛金収納管理、
拠出限度額管理等の役割を担います。

◆ろうきん
（運用関連運営管理機関・商品提供機関）
運用関連運営管理機関として、運用方法
（商品）の選定・提示、運用方法（商品）に
関する情報提供等の役割を担います。
また、商品提供機関として、運用商品（定
期預金や投資信託）を提供します。

◆日本インベスター・ソリューション・
　アンド・テクノロジー（株）（JIS&T）
（記録関連運営管理機関）
加入者等の資産額等の記録の保存・
通知、運用指図の取りまとめ、給付を受
ける権利の裁定等の役割を担います。

◆日本カストディ銀行
（事務委託先金融機関）
積立金管理、商品購入、有価証券等の
保管、給付金支払等の役割を担います。

委託

委託

委託

国民年金基金連合会
○加入資格審査　○掛金収納管理
○拠出限度額管理

運営管理機関

記録関連運営管理機関

○資産額等記録の保存・通知
○運用指図取りまとめ
○給付を受ける権利の裁定

運用関連運営管理機関
（ろうきん）

（ろうきん）

○運用商品の選定・提示
○運用商品の情報提供

商品提供機関

○定期預金・投資信託
　の提供

掛金払込

情報提供

加入申込

運用指図

給付申請

給付決定

給付金支払

給付指示
運用指図

運用商品
購入

掛金払込

日本インベスター・ソリューション・
アンド・テクノロジー㈱（ ）

事務委託先金融機関

○掛金等、積立金
　の管理
○商品の購入
○給付金の支払い

（日本カストディ銀行）

掛金払込
口座振替
の場合（ ）

事業主
（企業・官公庁）

受給者
（退職者）

掛金払込
加入者
会社員・
公務員等（ ）

iDeCo運営の仕組み

一般に、会社員の方は国の「国民年金」「厚生年金」の２階建て、または企業年金を加えた3階建て、公務員等の方は「国
民年金」「厚生年金」と「年金払い退職給付」の３階建てで成り立っています。iDeCoは、私的年金としてそれらの年金
をさらに補うものとして位置づけられています。

※企業型DC（企業型確定拠出年金）加入者がiDeCoに加入する場合は、一定の条件があります。
（2022年10月から企業型DC加入者も原則iDeCoに加入できるようになります。）

１階部分国民年金（公的年金）

４階建ての建物になぞらえることができます。【年金制度】

2階部分iDeCo iDeCo国民
年金基金

厚生年金（公的年金）

4階部分iDeCoiDeCo

3階部分年金払い退職給付iDeCo 企業年金（確定給付企業年金、
企業型DC、厚生年金基金等）※

公務員等会社員 自営業者専業主婦（夫）
国民年金第2号被保険者 国民年金第3号

被保険者
国民年金第1号
被保険者

年金制度におけるiDeCoの位置づけ

iDeCoとは、任意で申し込むことにより公的年金にプラスして給付を受けられる私的年金のひとつです。加入者
自らが掛金を拠出して、自らが運用方法を選び、掛金とその運用益との合計額をもとに給付を受けることができます。

iDeCoとは？

給付額は加入者が拠出した掛金と運用益の合計で決
まります。運用の結果、将来受け取る年金（または一時
金）額は変動します。
※投資信託等のリスク性商品で運用を行う場合、運用
結果により受取金額は掛金元本の累計を下回る場
合があります。

運用益－運用損の合計
（預金利息、投資信託の運用益）

▲
加入

掛金 確定

運用実績により
変動

年金給付
（一時金）

▲
60歳以降（老齢給付の場合）

給
付
原
資

1 2
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iDeCoの「3つのメリット」税制上の優遇措置について

拠出（積立）時 ～掛金は全額が所得控除の対象になります～

●掛金は全額が所得控除（小規模企業共済等掛金控除）の対象となり、所得税・住民税が軽減されます。iDeCoでは
所定の手数料（9頁参照）が必要となりますが、多くのケースでは手数料を上回る所得控除の効果が期待されます。

※課税対象となる所得がない専業主婦（夫）等（第3号被保険者）には、所得控除の適用はありません。（iDeCo掛金を配偶者の
所得控除適用対象とすることはできません。）
※掛金の納付方法により所得控除の適用方法が異なります。（口座振替の場合、年末調整または確定申告により所得税が還付さ
れます。給与天引きの場合、あらかじめiDeCo掛金分を除いた所得額に応じた所得税が賃金から控除されます。）
※住民税は、当年の所得額をもとに翌年の税額が計算される方式（前年課税方式）のため、iDeCoに加入した翌年６月～翌々年５
月までの税額が軽減されることとなります。

※上記試算例は年齢４０歳未満の方で、「社会保険料控除額は年収の１４．４5％」、「基礎控除以外の人的控除（配偶者
控除・扶養控除等）がない」、「その他の所得控除がない」、「住宅ローン控除の適用がない」等、一定の前提による
概算額です。

※労働金庫連合会作成のろうきんiDeCoスペシャルサイト「節税シミュレーター」より2022年5月時点における税制・
関係法令等に基づき算出しています。条件により結果が異なります。

※「公的年金等の収入金額」は、iDeCoの受給額と公的年金・企業年金等から
の受給額を合算して計算します。

※公的年金等以外に1,000万円を超える所得がある場合は、計算式が異なり
ます。公的年金等以外の所得が1,000万円を超え2,000万円以下である場
合には、上記の表の年金額に対応する公的年金等控除額欄に記載された額
から一律10万円を差し引いた額が控除額となります。2,000万円を超える
場合には、一律20万円を差し引いた額が控除額になります。

メリット1

例

例

【所得税・住民税の軽減効果】

受給時～公的年金等控除または退職所得控除の適用があります～
●老齢給付金を年金で受け取る場合は、「雑所得」として課税されますが「公的年金等控除」の適用があります。
　一時金で受け取る場合は「退職所得」として課税されますが、「退職所得控除」の適用があります。

【20歳から60歳までiDeCoに40年間拠出（積立）して、一時金で受け取る場合】
退職所得控除額＝800万円＋70万円×（40年－20年）
　　　　　　　＝ 2,200万円まで非課税

運用時～運用益は非課税です～

※iDeCoの拠出年数をもとに計算します。端
数（月数）は1年に切り上げとなります。

※過去に加入していた企業型DC等からの資
産をiDeCoに移換した場合は、それらの拠
出期間も合算します。

※退職所得は、勤務先から支給された退職一
時金等と合算して計算します。

※退職所得は「退職所得控除額」を超えた場合
も、超えた金額の2分の1のみが課税所得と
して計算されます。

20年以下

20年超

40万円×A 
（80万円未満の場合は80万円）

800万円＋70万円×（A－20年）

拠出年数（A） 退職所得控除額

メリット3

年金で受け取る場合は、公的年金等控除が
適用されます

一時金で受け取る場合は、退職所得控除が
適用されます

300万円

60,000円

144,000円

276,000円

60,000円

144,000円

276,000円

60,000円

　144,000円

276,000円

60,000円

144,000円

276,000円

3,000円

7,300円

14,000円

6,100円

14,700円

28,100円

6,100円

14,700円

28,100円

12,200円

29,400円

56,300円

6,000円

14,400円

27,600円

6,000円

14,400円

27,600円

6,000円

14,400円

27,600円

6,000円

14,400円

27,600円

500万円

給与収入（年収）
掛 金 拠 出 額

5,000円

12,000円

23,000円

5,000円

12,000円

23,000円

5,000円

12,000円

23,000円

5,000円

12,000円

23,000円

月額（均等）年　額

9,000円

21,700円

41,600円

12,100円

29,100円

55,700円

12,100円

29,100円

55,700円

18,200円

43,800円

83,900円

軽減額
（年額）

合計

600万円

800万円

軽減額
（年額）

所得税
軽減額
（年額）

住民税

65歳未満

65歳以上

130万円未満
130万円以上410万円未満
410万円以上770万円未満
770万円以上1,000万円未満
1,000万円以上
330万円未満
330万円以上410万円未満
410万円以上770万円未満
770万円以上1,000万円未満
1,000万円以上

60万円
（A）×25％＋27万5,000円
（A）×15％＋68万5,000円
（A）× 5％＋145万5,000円
195万5,000円
110万円
（A）×25％＋27万5,000円
（A）×15％＋68万5,000円
（A）× 5％＋145万5,000円
195万5,000円

年金受給者の年齢 公的年金等の収入金額（A） 公的年金等控除額

●一般的に金融商品の利息や運用益にかかる税率は20.315％ですが、ｉＤｅＣｏの場合は非課税となるため、
　複利効果（利息が利息を生む効果）が十分に発揮されます。

※労働金庫連合会作成のろうきんｉＤｅＣｏスペシャルサイト「節税シミュレーター」より2022年5月時点における税制・関係
法令等に基づき算出しています。条件により結果が異なります。
※特別法人税について　
　iDeCoは、掛金を拠出した時点では各加入者の年金支給額が確定していないため、実際の給付時まで課税を繰り延べること
とされ、その遅延利息に相当するものとして、年金積立金に対して1.173％の特別法人税が課税されることが法人税法で定
められています。ただし、確定拠出年金法が施行された2001年以降、実際に課税されたことはありません。

メリット2

例
＊一定の前提による概算額です。
【毎月12,000円を拠出し、運用利回り2.0％で30年間運用した場合】

60歳30歳 （イメージ）

316,144円
運用益の中で通常は課税対象
となる部分が、iDeCoの場合は
非課税になります

運用益 1,575,161円

4,320,000円

5,895,161円

掛金

掛金
合計

運用益非課税効果

非課税
メリット 運用益

3 4


